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2Qa－3 韓国人と日本人の民族服に対する意識と行動

　　　一第１報理論仮説の構成一

　奈良女大家政〇金　由美　奈良女大生活環境中川早苗

被　　服

【目的】日本と韓国は地理的に近い国でありながら、自然環境(気候、風土、地理的条件)

、社会環境(経済、政治、社会構造)、歴史的背景などの違いによって、衣服文化は大き

く異なっている。また今日では、社会の変化に伴う両国民の価値観やライフスタイル、生

活意識も変化し、衣生活の変化も著しい。特に衣服文化を代表する民族服に対する意識や

行動は大きく変化しているものと思われる。本研究ではこのような状況における両国民の

価値観、民族意識、生活意識、および民族服に対する意識と行動について調査を行い、民

族服のあり方とその意義について比較考察することを目的とする。本報では分析モデルの

作成および理論仮説の構成について報告する。

　【方法】まず民族服の差異をもたらしたと考えられる自然環境、社会環境、歴史的背景な

どを文献や資料をもとに比較検討するとともに、それぞれの民族服の特徴を用と美の側面

から把握する。つぎに両国民の民族服に対する意識や行動に影響を及ぼすと考えられる要

因について、ブレーンストーミング法やKj法を用いて検討し、分析モデルを作成する。

作成した分析モデルにもとづいて理論仮説を構成する。

【結果】皿ﾘ、年齢、職業、宗教、皿、

値観、民族意識、生活意識、衣生活意識を媒介変数に、

変数として、前提条件にもとづく理論仮説を上位仮説、
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結婚の有無などを独立変数に、価

民族服に対する意識や行動を従属

下位仮説として構成した。

職場における女子社員の制服の実態
共立女大家政　○杉山真理　小林茂雄

【目的】我が国の企業では、女子社員の制服を支給している企業と支給していない企業が

ある。筆者は本学会第45回大会において、職場における服装に対する意識とその実態につ
いて報告したが、我が国の企業のうち、制服支給の有無の割合はどの程度なのかという実

態についての資料はほとんどないのが現状である。そこで、文献調査により考察する。
【方法】会社四季報女子学生就職版< 1 >に掲載されている企業993社（上場708社、未上

場285社）を対象として考察した。なお、掲載データは、原則として1993年10月から12月

時点でのアンケート調査結果である。調査内容は女子社員の制服支給の有無、企業のプロ

フィールなどである。調査データはクロス集計やカイニ乗検定の統計的手法を適用し、制
服支給の有無について上場企業と未上場企業の対比、業種ごとの特徴について検討した。

　【結果】企業の創立年平均は1944年（上場1941年、未上場1950年）、資本金平均は277. 4
億円（上場368. 4億円、未上場51.4億円）、従業員数平均は4048.0人（上場4766.3人、未

上場2263. 6人）であった。また、本社所在地は東京23区が過半数を占めた（上場58.3％、

未上場60.0％）。制服支給の実態は、有りが76.0％（上場79.4％、未上場67.7％）、支社

や職種により一部有りが8. 3％（上場8. 5％、未上場7. 7％）、無しが14.9％（上場11.0
％、未上場24.2％）であった。また、業種別に検討した結果、金融や証券は上場、未上場

を問わず制服有りの企業が圧倒的に多いが、サービス業においては制服無しの企業も半数

近くを占めるなど業種ごとの傾向を見いだすことができた。
（Ｏ東洋経済新報社編；「会社四季報女子学生就職版会社研究編’95」（1994)
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